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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

面積 590.74 k㎡

人口 4,659 人

公立中学校数 ２校

公立中学校生徒数 85 人

部活動数 9 部活

市区町村の協議

会・検討会議等の

設置状況

設置済み

市区町村の推進計

画・ガイドライン等の策

定状況

策定に向けて準備中

少子高齢化、人口減少が著しく、単独では大会に参加することが難しい部活が出てきている。現状、

湯田中学校、沢内中学校の両野球部はすでに新人戦では合同チームで参加をしており、沢内中学

校ソフトボール部は、町内の学校と合同チームを組むのではなく北上市と広域連携をし新人戦に参加

をしている。また、地域の受け皿となりうる総合型地域スポーツクラブが西和賀町にはなく、現状町が地

域スポーツクラブの受け皿となって活動している。体育協会やスポーツ少年団では受け皿になるような体

力はないため総合型地域スポーツクラブの設立が急務となっている。

生徒や指導者、保護者にとっても明確に分かりやすい地域移行ではなく、平日の担当が学務課、休

日の担当が生涯学習課と別れていることからノンストップで相談や依頼ができる状況ではなく、指導者、

保護者、学校担当者にとっても不親切な状況が続いている。将来的な人口推移をみても今後人口が

増えることはないため、ますます単独学校、単独部活での大会への参加は厳しくなっている。合同部活

での練習をする際にも湯田中、沢内中ともに距離があるため移動に関しても保護者の協力が必要不

可欠である。
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２．実証内容と成果

運営体制・役割 年間の事業スケジュール

４月 休日部活動に係る部活動指導員会議

５月 部活動指導員との打合せ

６月 第１回総合型地域スポーツクラブ設置検討委員会

７月 第２回総合型地域スポーツクラブ設置検討委員会

９月 総合型地域スポーツクラブ先進地視察

部活動地域移行事業研修会（適切な指導について）

第１回西和賀町休日部活動検討委員会の実施

11月 第３回総合型地域スポーツクラブ設置検討委員会

12月 冬季活動についての検討、総合型地域スポーツクラブ

についての研修

１月 休日活動視察、来年度に向けた協議

２月 実証事業の完了報告作成

総合型地域スポーツクラブの設置に向けた先進地視察

休日部活動に係る部活動指導員会議

▼運営体制図（市区町村における推進体制図）

▼行政組織内での役割分担

⚫ 生涯学習課（スポーツ主管課）

外部指導者の勤務状況を確認し実績に応じ謝金の支払い

外部指導者に向けた講習会の実施

総合型地域スポーツクラブ導入の検討

※イメージ図

⚫ 学務課（学校体育担当課）

学校の窓口機関

外部指導者の勤務状況に応じて平日分の謝金支払い

各競技団体

学務課

学校の窓口機関。

外部指導者の勤務

状況に応じて平日

分の謝金支払い。

生涯学習課

外部指導者の勤務状

況を確認し実績に応じ

謝金の支払い。

外部指導者に向けた

講習会の実施。

連
携
・
支
援

沢内・湯田中学校

地域指導者

西和賀町体育協会連携

委嘱

連
携

派
遣

休日部活動検討委員会

検証

総合型地域スポーツクラブ
設置検討委員会

総合型地域スポーツクラブ導入の検討

新設
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 ２校 実施した地域クラブ総数 ９クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） ９クラブ

B：部活動にはない種目など、新規のクラブ数 0クラブ

全体の指導者数 8人 全体の運営スタッフ数 9人

②各クラブに関すること

中学校名 クラブ名 運営団体種別 種目
実施回数

（平日・休日）
実施時間帯

参加者
（学年別）

実施期間 指導者数
運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

湯田中
湯田スポー
ツクラブ

西和賀町

野球
ソフトテニス
卓球
女子バレー

・休日 １～２回
9：00～
12：00

１～３年
４月～
１月

４人 ４人 なし
中体連
部活動

沢内中
沢内スポー
ツクラブ

西和賀町

野球
ソフトボール
柔道
バドミントン
スキー（冬
季特設）

・休日 １～２回
9：00～
12：00

１～３年
４月～
１月

４人 ５人 なし
中体連
部活動



5

２．実証内容と成果

拠点校名 湯田中学校
沢内中学校

地域クラブ活動に移
行
した部活動数

9部活

地域クラブ活動で実
施
した種目

野球・男子ソフトテニス・女子バレー・女子卓
球・女子ソフトボール・柔道・バドミントン・ス
キー（冬季特設）

運営主体名 湯田スポーツクラブ
沢内スポーツクラブ

運営類型 ※注2 市町村運営型（地域団体・人材活用
型）

１か月あたりの平均
的な活動回数

各種目：月４回程度

指導者の主な属性 部活動指導員

活動場所 各中学校施設・町内運動施設

主な移動手段 保護者による送迎

１人あたりの参加会
費等（年額）※注3

無料

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

※イメージ図

主な取組例 ※注1

記入例：

●地域スポーツコーディネーター

役割：部活動指導員・学校の調整 各種会議・指導員研修の開催

体育協会・スポーツ少年団への情報提供・運営協力

●部活動指導員 ８名

役割：各部活動の指導・引率

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等
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取組内容

2.実証内容と成果

• 総合型地域スポーツクラブの設立を

目指し情報収集

• 地域のスポーツ団体に向けた総合型

地域スポーツクラブの設立に向けた

研修

• 総合型地域スポーツクラブ設置検討

委員会の設立

• 岩手県総合型スポーツクラブ運営研修会への参加。

• 岩手県スポーツ協会、クラブアドバイザーと連携を図ることができた

ことによる、クラブ設置に向けた情報収集の円滑な実施。

• 近隣市町村への視察、情報交換。（盛岡市・平泉町）

• クラブ運営についての実態把握・指定管理や委託事業の重要性

の認識。

• 地域を巻き込んだクラブ運営についての情報収集。

総合型地域スポーツクラブ設置検討委員会を設

立したことで令和７年度の設置に向けた土台が

できたことで委員会をベースに協議・検討を重ね

地域住民への周知を行っていく。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

特に工夫した事項 今後の課題と対応方針

西和賀町の持つ課題を解決している地域の選定と視察

• 法人格をもつ総合型地域スポーツクラブの設立に関して

（平泉）

• 指定管理制度を活用した拠点施設の確保に関して

（盛岡）

総合型地域スポーツクラブ設置検討委員会の設立

体育協会及びスポ少等の地域スポーツ関係者にクラブ設

立に関して検討する情報提供、情報交換を実施。（３

回）

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

・岩手県スポーツ協会・クラブアドバイザーとの連

絡調整を行い、研修を実施した。

・西和賀町総合型地域スポーツクラブ設置検討

委員会の委員選任。西和賀町のスポーツ環境

の状況説明を実施した。
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取組内容

2.実証内容と成果

外部指導者として部活動の指導に当

たっていただいた方を部活動指導員とし

て配置を行った。

また、年２回の研修を実施し指導内

容の質の向上に努めている。

スポーツインテグリティ研修会を昨年に引き続き実施したことにより、指導者、保護

者のスポーツインテグリティに関する知識が向上した。（謝金等の支出はなし）

保護者への実施は初めてだったが、指導者だけではなく、保護者にも必要だと感じ

てもらえた。

西和賀町には、指導者バ

ンクが設置されていないこと

から、当面は体育協会等と

指導者の情報等について

連携するとともに、総合型

地域スポーツクラブが設立

された際に人材バンクの設

置について検討を進める。

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項

取組の成果

人材バンクの人数

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

部活動指導員として活動

している者の平均年齢は

８名43歳となっている。

人材バンクの年齢構成

野球

ソフトテニス

バレー

卓球

ソフトボール

柔道

バドミントン

スキー（冬季特設）

種目

JSPO公認スタートコーチ

資格有無

スポーツインテグリティ研修の様子



8

取組内容

2.実証内容と成果

テーマ「子どもの成長を支援するスポーツ指導者の在り方について」

QRコードを用いた指導対象の確認、指導についての課題に関してのアンケート

を実施。日本スポーツ協会が現代のスポーツ選手の育成指針としてプレイヤー

ズセンタードを掲げていることから選手だけではなく、指導者を含めたアントラー

ジュ（関係者）も幸せになることが重要と考えられている。

選手や指導者のスポーツインテグリティを脅かすものとしてスポーツハラスメント・マ

ルトリートメントが紹介された。

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保②

指導者研修の内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

指導者の世代はあらゆる暴言・暴力などのハラスメントを受けていたが、今の子

供たちは、ハラスメントを受けると立ち直れない、生きていけないなどの状況を

ニュースで見る。

→ハラスメントという言葉ができたこと、子ども自身も知ってしまったから悩んでしま

うからではないかという回答があった。

ハラスメントなどのスポーツインテグリティ研修は毎年受ける必要があると考えてい

る。研修を受けることで、指導者も生徒も守ることができていると感じる。

受講者の声

参加しない指導者への対応が課題となっている。指導者だけではなく、保護者にも参加いただいているので継続して保護者も対象として研修を実施する。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等①

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

実証事業の際は、参加費は昨年と引

き続き無料とし、保険料も町で対応し

た。

各クラブ２万円の消耗品費の補助を

行った。

初期費用として、部活動地域移行の受け皿となる総合

型地域スポーツクラブの法人立ち上げにかかる費用が必

要となる。

取組事項 地域クラブに係る経費

■イニシャルコストの分析

参加者の保険料、指導者への謝金が必要となってくる。

総合型地域スポーツクラブが設置された際には、受益

者負担が発生する。

指導者謝金は、月会費だけでは到底賄えないと感じて

いるため、各種助成制度を活用しつつ、町からも支援を

得ながら教室を実施していく必要がある。

消耗品に関しては会費で賄えるものと考える。

■ランニングコストの分析

持続的な運営に必要な受益者負担額の試算

保険料

令和６年度現在の中学生数85人×スポーツ安全保険880円＝74,800円

各クラブへの消耗品費

9クラブ×20,000円＝180,000円

上記合計254,800円

年会費6,000円（月500円）×85人＝510,000円

510,000円-254,800円＝255,200円

収支バランス

現在、会費や保険料は徴収していないため収支はマイナスになるが、会費等で

受益者負担をいただき収支のバランスをとっていく。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

西和賀町には文化部がないことからやりたくてもできない現状がある。社会人サークルとして

活動している吹奏楽クラブがあることから受け皿として活動できるように調整が必要。

指導者の確保、研修は引き続き必要であること。

中学校間の距離もあることから移動に関してもてこ入れが必要。

今後、部活動の地域移行を進めるにあたっては、これまで、教員が担ってきた部分を責任を

もって受託するためには、安定的に運営を行うための財源が必須であり、受益者負担のみで

確保することは非常に難しいことから、財政面での支援が必要と考える。

●今後に向けて

実証事業を受託し２年目が終わった。平日の指導者を

部活動指導員として配置し、学校・生徒・保護者に混乱

がないように休日部活動地域移行を実施することができた。

西和賀町全体の人口減により指導者確保が難しいことか

ら体育協会およびスポーツ少年団と協力を行いながら指

導者の掘り起こしを行う必要があることから地域スポーツ

コーディネーターを事務局として配置して円滑な情報交換

ができるようになった。

部活動に関して、今後さらなる生徒の減少が見込まれる

ことから少人数で実施できる種目（バレーやバスケットボー

ル）の指導者の確保が進んでていること。種目数の減少

に対応したスポーツ教室を来年度実施していくことが決定

した。

部活動地域移行の受け皿として総合型地域スポーツクラ

ブが検討されており、来年度に法人立ち上げが予定されて

いる。受け皿ができることで、地域移行が加速し、地域に

とってもスポーツ、文化の窓口ができ生涯学習の場になっ

ていくことが期待される。

外部指導者を部活動指導員と配置を続けているが、指導者の確保が難しい状況のなかで、

単位協会やスポーツ少年団だけではなく、地域のスポーツ愛好家なども対象と広げた指導者

発掘を行う必要があると考えられる。湯田中学校の平均64時間・20回、沢内中学校の平

均47時間12回の時間と回数が削減されている。指導者が少ない中でも成果は出ていると

感じている。
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

地域クラブ活動練習風景（ソフトテニス部） 地域クラブ活動練習風景（特設スキー部）

地域で創る！子どもたちのスポーツ・文化芸術活動の未来 ワークショップスポーツ指導者等を対象とした研修会
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

西和賀町教育委員会部活動 改革スケジュール

2023年（Ｒ５） 2024年（Ｒ６） 2025年（Ｒ７）

休日部活動の受け皿としての教室を実施する

町内中学校、各部活動の地域移行を実施
教育委員会ではない受け皿となる組織の設立
（総合型地域スポーツクラブを想定）

総合型地域スポーツクラブの設立
• 法人格をもったクラブ

• クラマネ資格保有者の設置

指導者向け・保護者、地域スポーツ団体向けに研修を実施し指導の参考や地域のスポーツ環境整備へとつなげていく

町内両中学校の部活動の８部活の
地域移行を実施
（野球・ソフトテニス・卓球・バレー
ソフトボール・柔道・バドミントン） 学校・指導者・保護者等への伴走支援の検討

（移動に関する検討・部活動の種目検討）

指導者向けに資格取得の呼びかけ（指導者の資質向上）

定期的に会議を開催（年４回）

※イメージ図

総合型地域スポーツクラブ設置
検討委員会を設置
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